
令和４年度社会福祉法人石川町社会福祉協議会事業計画（案） 

 

【基本方針】 

社会福祉を取り巻く環境は、核家族化や少子・高齢社会の進展による家族機能の低下

等により様々な課題を生み出しており、認知症高齢者の存在、虐待や犯罪被害など子供

たちをめぐる課題の深刻化、拡大する悪質商法被害等は大きな社会問題となっておりま

す。また、新型コロナウイルス感染症が影響し経済的困窮や社会的孤立の問題も深刻化

しており、これまで築き上げてきた地域福祉活動に大きな影響を及ぼしています。 

これまで対応したことのない社会の変化に対し、地域住民が新たな課題に直面する中

で、これからは「新たな生活様式」に応じた、地域福祉活動が求められています。 

こういった社会情勢の中、本会においては生活困窮者自立相談支援制度により、生活

福祉資金貸付制度や町社会福祉協議会資金貸付制度等を活用して、これらの課題を抱え

る住民の自立を支援しているところです。また、地域包括ケアシステムの構築を推進す

るため介護保険制度においては、多様な生活支援サービスが提供できるよう居宅介護支

援事業、訪問介護事業、生活支援整備体制事業の第一層コーディネーターの配置及び地

域包括支援センター事業により、地域の福祉課題をとらえ生活支援へと結びつける支え

合い活動を住民、関係機関、町と連携を図りながら積極的に取り組んでいきます。 

この他、２年前から働く保護者を支えるため、子どもを預かるファミリー・サポート・

センター事業にも取り組み、幅広い年代を支援しています。 

こういった中において国の「新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針」を参

考に一昨年からこれまでとは違う形態でこれらの活動に対応してきましたが、今後もこ

うした取組みを実施することにより、感染拡大の防止と社会福祉活動の維持の両立が持

続的なものとなるよう事業を展開していきます。 

 

【重点目標】 

１．地域の福祉課題を的確に把握し、関係機関・団体等と連携し、共通理解を図りなが

ら課題の解決に努める。（地域福祉活動計画に沿った事業の推進） 

２．総合相談事業・心配ごと相談事業などの相談活動の周知及び機能充実に努める。 

３．住民主体の生活支援サービスの充実支援に努める。 

４．ボランティアセンターの機能強化に努める。 

５．各種資金貸付事業やあんしんサポート事業の拡充を進め、低所得者や生活困窮者へ

の経済的支援・自立支援強化に努める。 

６．訪問介護事業として、自立した日常生活を営むことができるよう福祉・保健・医療

機関等との連携により、適切、柔軟なサービスの提供に努める。 

７．特定相談支援事業として、支援を必要としている障がい者が地域社会において、他

の人々と共生できるよう本人を中心に家族、支援者、町、関係機関等と連携し適切で

柔軟なサービスの提供に努める。 

８．居宅介護支援事業として、可能な限り利用者のその有する能力に応じ、日常生活を

営むことができるよう、意思及び人格を尊重してケアプランの作成に努める。 



９．地域包括支援センター事業として、住民の健康保持及び生活の安定のために必要な

援助や保健医療の向上及び福祉の増進の包括的な支援に努める。 

10．ファミリー・サポート・センター事業として、子育て中の保護者の支援に努める。 

11．財政基盤安定に向け、社会福祉協議会会員会費の確保に努める。 

12．職員の各種研修会等への積極的な参加に努める。 

 

【実施項目】 

項   目 内             容 備   考 

１ 組織運営 

体制 

１ 社会福祉推進協力員の委嘱 

２ 理事会・評議員会の開催 

３ 監査の実施 

４ 第三者委員の委嘱 

４月 

６・３月 

５・１１月 

４月 

２ 調査・広

報活動 

１ しあわせを高める運動対象世帯調査 

２ 歳末助け合い被対象者調査 

３ 社協だよりの発行 

４ ボランティアセンター広報誌の発行 

５ 石川町長寿会連合会報の発行 

６ 生活支援体制整備事業広報紙の発行 

７ ホームページの公開 

４月 

１１月 

年３回 

随時 

年２回 

年３回 

年間 

３ 在宅福祉      

対策       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 訪問介護事業として適切なサービスの提供 

  ・登録ヘルパーの活用 

  ・ケアプランに沿ったサービスの提供 

  ・質の高いサービスの提供 

  ・効果的な派遣によるサービスの向上 

２ 障害福祉サービスとして適切なサービスの提供 

  ・登録ヘルパーの活用 

  ・質の高いサービスの提供 

  ・効果的な派遣によるサービスの向上 

３ 特定相談支援事業として情報、サービスの提供 

  ・自立生活を送るためのサービス等利用計画の作成 

   ・総合的なサービスの提供 

４ 居宅介護支援事業として情報、サービスの提供 

  ・中立公正な立場を厳守 

  ・高品質の評価と継続的改善の実行 

５ 新介護予防日常生活支援事業の推進 

・住民、関係機関、関係団体との協働による地域での見

守り、安否確認等支え合い助け合い支援体制の推進 

６ 個人情報の保護及び特定個人情報管理体制徹底 

年間 

 

 

 

 

年間 

 

 

 

年間 

 

 

年間 

 

 

年間 

 

 

年間 



 ７ 成年後見制度後見人育成と制度取組みの推進 

８ あんしんサポート事業の充実 

９ 地域福祉ネットワーク事業の推進 

10 緊急連絡カードの整備  

11 生活支援体制整備事業第一層コーディネーターの配置 

12 地域包括支援センター事業の推進 

  ・住民の心身の健康保持・生活の安定に必要な援助の 

   提供 

  ・保健医療の向上及び福祉の増進の包括的な支援 

  ・地域住民が住みなれた地域で安心して尊厳ある生活

が継続できるよう多様な社会資源を活用し包括的及

び継続的な支援 

13 ファミリー・サポート・センター事業の推進 

・子育て中の保護者への子供預かり支援 

年間 

年間 

年間 

年間 

年間 

年間 

 

 

 

 

 

 

年間 

 

４ 低所得者 

対策 

１ 生活福祉資金他各種資金貸付制度の利用促進 

２ 歳末助け合い運動による援助活動 

年間 

１２月 

５ 心配ごと 

相談事業 

１ 相談員による心配ごと相談会の開催 

２ 弁護士による専門相談会の開設 

月１回 

年５回 

６ ボランテ 

 ィア活動 

  の推進 

１ ボランティアセンターの機能強化 

２ 認知症ボランティアの支援育成 

３ 雪かきボランティアの育成 

４ 災害ボランティアの支援 

５ 傾聴ボランティアの育成及び推進 

６ ボランティア協力校の活動援助 

７ サマーショートボランティアスクールの実施 

８ 赤十字活動の推進 

年間 

年間 

年間 

12～3月 

年間 

年間 

7・8月 

年間 

７ その他の 

福祉対策 

 

１ 福祉活動諸団体の育成及び助成 

２ 児童遊び場、ゲートボール場等の補修及び整備 

３ 低所得行旅人の一時救済 

４ シルバー人材センターへの活動協力  

５ 他の福祉団体等と協力し、地域福祉の向上に努める 

６ 長寿会活動の推進 

年間 

７月 

年間 

年間 

年間 

年間 

８ 財源の確 

  立 

 

 

１ 社会福祉協議会一般会員の全世帯加入を目指し会員会

費の自主財源確保に努める 

２ 各種の目的募金活動については、その趣旨に沿った適

正な活動の展開 

 

年間 

 

年間 



９ その他 １ 職員の資質向上を図るため、各種講習会や研修会への

積極的参加と資格の取得 

２ 職員の健康管理のため、各種健康診査の実施 

３ 地域福祉活動計画に基づいた事業展開 

４ 業務継続計画（ＢＣＰ）の策定 

年間 

 

随時 

年間 

１２月 

 


